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 新民法は戦後新憲法の「すべての国民は法の下に平等である」（憲法 14 条）という理念
に基づいて改正・制定されたものであった４。とりわけ、家族に関する法は、従来の家督相




























 国の農業政策の基本方針を定めた法律として、1961 年（昭和 36 年）に制定されたもの
が「農業基本法」である。この農業基本法（以下「基本法」という。）は規範規定として制
































  Ⅰ 転換期       （昭和 21年―同 24年） 
  ２ シャウプ税制確立期 （昭和 25年―同 27年） 
  ３ シャウプ税制修正期 （昭和 28年―同 59年） 




















































































1964 年（昭和 39 年）に設定された農地等の贈与税の納税猶予は、贈与税の納期限の延
長という、いわば課税の繰延べとして創設された（当時は、相続税に関する同様の制度は





















３ 農地等に対する贈与税の納税猶予制度の概要（措置法 70条の 4） 
３－１ 農地等に対する贈与税の納税猶予の適用にあたっての留意事項 





































項  目 要  件 
贈与者 贈与の日まで引き続き 3年以上農業を営んでいた者であること 
 
受贈者 








分の 2以上、及び、準農地の面積の 3分の 2以上を、一括して贈与すること 
手 続  贈与税の期限内申告書に、一定の事項を記載し、かつ、一定の書類を添付
して提出すること 


















与税額を利子税とともに納付しなければならない（措法 70の 4①ただし書）。 
この規定の中で特に留意すべきことは、耕作の放棄（農地法第 32条の規定による遊休農地
である旨の通知があったこと）された農地（いわゆる非農地）が納税猶予の打ち切り事由
























































手 続  相続税の期限内申告書に、一定の事項を記載し、かつ、一定の書類を添付
して提出すること 




























































る（措法 70の 6○39）。３７ 
 ①農業相続人の死亡の日 
 ②相続税の申告書の提出期限の翌日から 20年を経過する日 
 （注）特例農地等のうち都市営農農地等（三大都市圏特例市の生産緑地）がある場合及
び市街化区域外の特例農地等を除く。 







































                適用対象外 
 「都市営農農地等」とは、都市計画法 8条 1項 14号に掲げる生産緑地地区内にある農地
又は採草放牧地で、平成 3 年 1 月 1 日において首都圏、近畿圏、中部圏の特定市（東京都




       農地等（市街化区域外の農地等） 
 三大都市圏特定市の市街化区域内に所在 
 する農地と採草放牧地（特定市街化区域農地等） 
  生産緑地地区内農地等 





































図３３９ 農業を続ける上での支障（農林水産省からの引用である。）   （単位：％） 
 






































































































 第１節 耕作放棄地の実態と納税猶予の打ち切り 
 農林業センサス 2010年（平成 22年）４２によれば耕作放棄面積が年度ごとに明らかにさ
れている。 
    表-１       耕作放棄地の面積と放棄率（以下表１という。） 
 耕作放棄地面積（ha） 耕作放棄率 
1985年（昭和 60年） 134,870 2.9% 
1990年（平成 2年） 216,785 4.7% 
1995年（平成 7年） 244,314 5.6% 
2000年（平成 12年） 342,789 8.1% 
2005年（平成 17年） 385,791 9.7% 




















表-２        納税猶予打ち切り割合の傾向 
事務年度 17 18 19 20 21 22 23 24 
繰越件数 112,778 107,933 102,175 96,539 92,620 89,260 85,254 80,402 
①全部確定件数 522 553 438 343 252 284 352 368 
②一部確定件数 2,030 1,889 1,626 1,196 1,277 1,020 914 885 
①＋②合計  2,552 2,442 2,064 1,539 1,529 1,304 1,266 1,253 



















































検査したところ、上記の 6,335筆計 5,654,859㎡の状況は次の通り層別された。 
①全体調査が実施された後に耕作放棄地である状況は解消され、既に営農が再開されてい
るもの                    22都道県に係る 585筆計 693,070㎡ 
②全体調査が実施された後に耕作放棄地である状況は解消されたが、低利用農地等に該当




れたものを除く。）               22道県に係る 5,204筆計 4,494,937㎡ 
④全体調査の調査結果を踏まえ、農業委員会により非農地４９であると判断されたもの 






















































































たのである５３。「耕作の放棄」の定義がそこに明記された。つまり「平成 17年 4月 1日か
ら 21年 12月 14日までの間に贈与又は相続を受けた場合は、特例農地等の所有者等が、遊
休農地通知があった後、6週間以内に農業上の利用に関する計画の届出をしなかったことな






























扱いについて」（2013年「平成 25年」8月 2日付け 25経営第 1379号）、そしてその翌日、



















非農地であると判断した特例農地等の取扱いであった。2011 年（平成 23 年）10 月 28 日
付け会計検査院の意見表明から実に 2 年近くの歳月を経た 2013 年（平成 25 年）8 月 1 日
付けで「贈与税及び相続税の納税猶予に係る農地が非農地となっている場合等の取り扱い






まず、耕作放棄地全体調査要領（2008年（平成 20年）4月 15日付け 19農振第 2125号
農村振興局長通知）５７によると、耕作放棄地の中の区分として、非農地を次のように取り
扱っている。「森林・原野化している等、農地に復元して利用することが不可能な土地で、








所有者に対して、2013 年（平成 25 年）8 月末までに文書で通知すること、となっている。












































地について、一定の場合に該当するものは、農地法第 2 条第 1 項の農地に該当しないもの



























扱いが新たに追加されたことは前述したとおりである。つまり「平成 17 年 4 月 1 日から
21年 12月 14日までの間に贈与又は相続を受けた場合は、特例農地等の所有者等が、遊休
農地通知があった後、６週間以内に農業上の利用に関する計画の届出をしなかったことな
どをもって『耕作の放棄』という」と規定した。そして、2009 年（平成 21 年）12 月 15
日以後については、農業委員会から通知されると、耕作放棄された旨が税務署へ報告され、
納税猶予が打ち切られることになっている。そのため、新たに非農地に対する措置を設け





























 このように法の適用に当たって措置法 70条の 6の規定からだけでは十分な理解ができな
い場合には、前述したように「目的論的解釈」によることが必要となる。そこで農地等納
税猶予制度とは何かと考えるに、法の目的趣旨からして非農地は納税猶予の適用要件に反

























































































































 なお、農地の限界収益修正率とは「総務大臣が定める農地の平均 10a 当たり純収益額の
限界収益額に対する割合のこと」と、定義されている。この率は、具体的には税務局長通







地をいう（生産緑地法 2 条 3 項）と定義されている。国土交通省「都市計画現況調査」に












































第４章  特定貸付制度と農地等納税猶予制度の適用 
 
第１節 農地等の納税猶予の適用拡大 
 1 平成２１年度税制改正 














律第 2 条 3 項に規定する農地中間管理事業のために行われる貸付け ②農業経営基盤強化
促進法第 4 条第 3 項に規定する農地利用集積円滑化事業のために行われる貸付け ③農業
経営基盤強化促進法第 20条に規定する農用地利用集積計画に定めるところにより行われる
貸付けをいう（措法 70の 6の 2①）。 
 問題は、従来の相続人自らが農業の用に供する場合のみを適用としていた納税猶予制度
が、特定貸付けを行う場合にも適用できることになったことである。このことを財務省は





























 ２ 平成２４年度税制改正 






















































































































































ることになってきている。このような状況のなかで、2009 年（平成 21 年）の税制改正に
よって、「相続税の納税猶予を適用している場合の特例貸付の特例（措法 70 の 6 の 2・70

















































































































































                                                   
１ 会計検査院、トップ＞年度選択＞平成 23年度決算検査報告＞第 9農林水産省＞平成 22
年度決算検査報告掲記の意見を表示し又は処置を要求した事項の結果＞耕作放棄地等に係
る贈与税及び相続税の納税猶予制度の適用について、からアクセス可能。 
２ 小林栢弘 『相続税法の論点』 大蔵財務協会、2015年、12-13頁。 
３ 前掲注 2、小林、14-15頁。 
４ 田野光彦 『戦後日本の家族農業経営と承継問題』 農林統計出版、2011年、57頁。 
５ 前掲注 4、田野、58頁。 
６ 前掲注 4、田野、59頁。 
７ 前掲注 4、田野、66頁。 
８ 前掲注 4、田野、64頁。 
９ 菊池紀之、「相続税 100年の軌跡」『論説』税大ジャーナル、2005年、40頁。これによ





１０ 金子宏 『租税法第 22版』 弘文堂、2017年、56頁。 
１１ 前掲注 2、小林、27頁。 
１２ 前掲注 10、金子、624-625頁。 
１３ 前掲注 4、田野、74頁。 
１４ 前掲注 4、田野、68頁。 








１６ 前掲注 2、小林、31頁。 
１７ 贈与税の納税猶予の免除については、措置法 70条の 4○34に規定されている。 
１８ 相続税の納税猶予の免除については、措置法 70条の 6○39に規定されている。 
１９ このことは、農地が主な相続財産である相続人の場合を想定すると、納税のために借り
入れするか農地の譲渡をするしかなくなる。こうした事態を回避する制度である。 














                                                                                                                                                     
新たに利子税の納付制度が新設された。 







の適用を受けることは認められない」との判断がある（平成 2年 6月 27日裁決）。 
２３ 税務大学校 『相続税法（基礎編）』 平成 29年度版、77頁。 
２４ 措令第 40条の 6において、贈与の日まで 3年以上引き続いて農業を営んでいた個人で、
次に掲げる場合に該当しない人であることとして、イ：贈与をした日の属する年（「対象年」
という）の前年以前において、推定相続人に対し相続時精算課税を適用する農地等の贈与
をしている場合 ロ：対象年において、今回の贈与以外に農地等の贈与をしている場合。  
２５ 前掲注 20、中村、16頁。 
２６ 前掲注 23、税務大学校、77頁。 
２７ 財務省 「平成 24年度税制改正」『租税特別措置法（相続税・贈与税）の改正』、432
頁。 
２８ 前掲注 23、税務大学校、79頁。 
２９ 前掲注 20、中村、245頁。 
３０ 国税庁 HP.＞路線価図＞平成 29年分財産評価基準＞新潟県財産評価目次＞新潟県農業
投資価格の金額票よりアクセス可能。 
３１ 土地代データ＞新潟県＞魚沼市＞公示地価平均 2017年（平成 29年）よりアクセスし
た。 









通知があったことをいう。）のことをいう。（措置法 70の 6①一） 
３６ 前掲注 20、中村、227頁。 
３７ 前掲注 23、税務大学校、79頁。 
３８ 前掲注 20、中村、19頁。 
３９ 農林水産省 『都市農業に関する実態調査』 2011年、10頁。 
４０ 前掲注 39、農林水産省、 4頁。 
４１ ＬＥＸ、文献番号 25506506、国家賠償請求事件。 
４２ 農林省ホームページ>統計情報>農林業センサス>農林業センサス累計統計>農業編― 
  （昭和 35年～平成 22年）からアクセスした。 












プルとして TACTデータが同一であることを確認した。ちなみに、平成 25年度と同 26年









４９ ここでいう非農地とは、2008年（平成 20年）4月 15日農林水産省経営局長通知によ













５３ 財務省の平成 17年度租税特別措置法（相続税・贈与税関係）の改正詳解 332頁にて、
相続税の納税猶予の期限が確定する譲渡等の範囲に耕作の放棄として一定の事実が措置法




５４ 財務相の平成 21年度租税特別措置法（相続税・贈与税関係）の改正詳細 399頁にて、
耕作放棄に対する規定の見直しが行われ、農地制度改革によりすべての農地を対象とした
耕作放棄対策として農地法に規定することとされたことに伴い、農地法第 32条による農業
委員会の遊休農地である旨の通知があったこととされた（措置法 70の 6①）。 
アクセス方法は前述の注 42と同様。 
５５ 前掲注 10、金子、88ー89頁。 
５６ 「贈与税及び相続税の納税猶予に係る農地が非農地となっている場合等の取り扱いにつ
いて」（平成 25年 8月 1日付け 25経営第 1379号）は http://www.nougyoukaigi.or.jp/nk/ 
Uploader/src/up0442.zipからアクセス可能。 
５７ 「耕作放棄地全体調査要領」（平成 20年 4月 15日付け 19農振第 2125号農村振興局長
通知）は www.maff.go.jp/j/nousin/tikei/houkiti/pdf/youryou22.pdfからアクセス可能。 
















まれるものに相当する荒廃農地をいう。（平成 28年 12月 26日農林水産省プレスリリース
資料１） 
６０ 農林水産省経営局通知は 2013年（平成 25年）8月 1日付（25経営第 1379号）『贈与
税及び相続税の納税猶予に係る農地が非課税となっている場合等の取り扱いについて』で
ある。 
６１ 酒井克彦 「税大ジャーナル 21」『租税法条文の読み方』、2013年、18頁。 
６２ 前掲注 61、酒井、19頁。 
６３ 前掲注 61、酒井、20頁。 
６４ 石田一喜 「遊休農地に対する固定資産税の課税強化に向けた動き」『農林中金総合研
究所レポート』第 53号、2016年、1頁。 
６５ 前掲注 64、石田、2頁。 
６６ 文中の即効性がないとの評価は、日本経済新聞（2015年 7月 30日朝刊）における大泉
一貫氏のコメントである。 
６７ 前掲注 10、金子、693頁。 
６８ 前掲注 10、金子、693頁。 




７１ 日本経済新聞が 2016年（平成 28年）11月 27日（日曜日）の朝刊第 13面に『都市農
地覆う 2022年問題』の見出しで報道した。さらに、同新聞は 2016年（平成 29年）9月 6
日（水曜日）の朝刊第 1面に『都市農地維持へ税優遇「生産緑地」22年期限、転用と抑制』
の見出しで報道した。 
７２ 平野雅之 「生産緑地の指定解除をめぐる『2022年問題』はどうなるのか」、2017年 6
月 10日更新 http://www.homes.co.jp/cont/press/buy/buy-00595/からアクセス可能。 





             （農地区分別の固定資産税の目安：全国平均） 
区     分 １０ａ当たり １㌶当たり換算 
一般農地・生産緑地 １，０００円    １０，０００円 





                                                                                                                                                     
http://www.tochikatsuyou.net/farmland/kotei-zei/ 2017年 6月 28日。 
７５ バードレポート第 306号、2000年 6月 5日、file:///E:/「農地の納税猶予」の税務調査 
  『本当に農業していますか』。 
７６ 財務省 「平成 24年度税制改正」『租税特別措置法（相続税・贈与税）の改正』、431
頁。  
７７ 農林水産省経営局農政政策課「遊休農地の解消について」ホームページ
http://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/yukyu.html、平成 28年 11月 10日更新。 
７８ 渡辺基成 『農業と租税』 三協法規出版、2009年、198-199頁。 
７９ 前掲注 78、渡辺、199頁。 
８０ 納税猶予の期限の確定における猶予期間の「例えば３年」については、農地等納税猶予
制度で存在する期間規定を参考とした。例えば①贈与税の納税猶予の適用要件である贈与
者及び受贈者の３年以上の農業経験（措置法 70条の 4第 1項、措置令 40条の 6第 1項及
び第 6項二）②相続税の納税猶予及び営農困難時貸付けの継続届出書の３年を経過するご
との日までの提出（措置法 70条の 6第 32項、農地等の納税猶予の特例の適用に関する届
出書等＜資料３記載方法＞）。 









区分 課税標準額 固定資産税額 比率 
地目   課標×1.4％   
田 3,908,522 54,719 1.6% 
    
畑 3,390,792 47,471 1.4% 
宅地 210,605,992 2,948,484 86.0% 
山林 1,341,883 18,786 0.5% 
雑種地 25,568,530 357,959 10.4% 
その他 154,553 2,164 0.1% 
合計 244,970,272 3,429,584 100.0% 
 
８２ 市原市経済部農業振興課 農業ビジネス「農業振興地域」「農用地区域」とはなにか 













（ 書籍 ） 
・小山真輝 『法人税法基本通達逐条解説』 税務研究会出版局、2006年。 
・島田哲宏 『農業生産法人の設立と会計・税務』 大蔵財務協会、2011年。 
・肥後治樹 『財産評価基本通達逐条解説』 大蔵財務協会、2010年。 
・松本好正 『市街地近郊土地の評価』 大蔵財務協会、2015年。 
 
（ 論文 ） 





・佐藤謙一 「租税法規における遡及立法の問題」『税大ジャーナル』第 9号、2008年。 
・佐藤英明 「新しい組織体と税制」『フィナンシャル・レビュー』 財務省財務総合政策
研究所、2002年。 
・清水徹郎 「日本の農地制度と農地政策」『農林金融』 農林中金総合研究所、2007年。 
・立岡健二朗「租税特別措置の実態と分析」『Ｒesearch  Report』 日本総研、2013年。 
・谷本一志 「耕作放棄地の発生メカニズムと解消方策に関する経済学的考察」『オイコノ
ミカ』第 52巻第 1号、2015年。 
 




（ 資料 ） 
・碓井光明 「税制改正の理念と農業税制の新方向」『農業と経済』 富民協会、1986年。 
・小倉武一 「税制調査会と私（記念講演）」『租税法学と関連学問領域』 有斐閣、1992
年。 
・清田幸弘 『都市農家の現状と相続問題（税経通信）』 大蔵財務協会、2016年。 
・群馬県集落営農支援プロジェクトチーム 『集落営農組織設立の手引き』、2014年。 









































           政治政策学研究科 
         政治政策学専攻（修士課程） 
 
        学籍番号 １１６MP002 池田隆久 
 
 
